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 標記の交付金については、別紙「平成 29 年度保育所等整備交付金交付要綱」（以下「交付

要綱」という。）により行うこととされ、平成 29 年４月１日から適用することとされたので

通知する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙  

 

平成 29 年度保育所等整備交付金交付要綱 

 

 

（通則） 

１ 平成 29 年度保育所等整備交付金（以下「交付金」という。）については、法令又は予算

の定めるところに従い、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号。以下「適化法施行令」という。）及び厚

生労働省所管補助金等交付規則（平成 12 年    令第６号）の規定によるほか、この

交付要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

２ この交付金は、保育所等、保育所機能部分又は小規模保育事業所の新設、修理、改造又

は整備に要する経費（小規模保育事業所の場合、民間資金等の活用による公共施設等の促

進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号）第８条第１項の規定により選定された選定事

業者が、同法第 14 条第１項の規定により整備した施設を市町村（指定都市、中核市及び

特別区含む。以下同じ。）が買収する場合を含む。）、並びに保育所等、保育所機能部分又

は小規模保育事業所の防音壁の整備及び保育所等又は小規模保育事業所の防犯対策の強

化に係る整備に要する経費の一部に充てるために国が交付する交付金であり、もって、保

育所等待機児童の解消を図ることを目的とする。 

 

（交付の対象） 

３ この交付金は、保育を必要とする乳児・幼児に対し、必要な保育を確保するために市町

村が策定する市町村整備計画（以下「整備計画」という。）に基づいて実施される保育所

等、保育所機能部分又は小規模保育事業所に関する施設整備事業、防音壁設置計画（以下

「設置計画」という。）に基づいて実施される保育所等、保育所機能部分又は小規模保育

事業所の防音壁整備事業（以下「防音壁整備事業」という。）及び防犯対策強化整備計画

（以下「防犯計画」という。）に基づいて実施される保育所等又は小規模保育事業所の防

犯対策強化整備事業（以下「防犯対策強化整備事業」という。）に交付する。 

 

（定義） 

４ この交付要綱において「保育所等」、「保育所機能部分」、「小規模保育事業所」、「防音壁

整備事業」、「防犯対策強化整備事業」とは、次の表に定める施設又は事業をいう。 

 

区分 定義 

保育所等 

・児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 39条第１項に規定する保育所（同

法第 56 条の８に規定する公私連携型保育所を含む。以下この項において同

じ。） 

厚生省 
労働省 



・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成18年法律第77号。以下「認定こども園法」）という。）第３条第１項

に基づく認定を受けることができる保育所において、保育を必要とする子

どもに保育を実施する部分 

・認定こども園法第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園（認定こ

ども園法第 34 条に規定する公私連携幼保連携型認定こども園を含む。）に

おいて、児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設としての保育を

実施する部分 

・平成 10 年４月９日児発第 302 号厚生省児童家庭局長通知「保育所分園の設

置運営について」に基づき設置する保育所分園 

・平成 28 年８月８日府子本第 555 号・28 文科初第 682 号・雇児発 0808 第１

号内閣府子ども・子育て本部統括官・文部科学省初等中等教育局長・厚生

労働省雇用均等・児童家庭局長通知「幼保連携型認定こども園において新

たに分園を設置する場合の取扱いについて」に基づき設置する幼保連携型

認定こども園分園・保育所型認定こども園分園において保育を必要とする

子どもに保育を実施する部分 

保育所機能部分 

・認定こども園法第３条第１項に基づく認定を受けることができる幼稚園に

おいて、保育を必要とする子どもに保育を実施する部分（当該施設の定員

が 20人以上の場合に限る。） 

・平成 28 年８月８日府子本第 555 号・28 文科初第 682 号・雇児発 0808 第１

号内閣府子ども・子育て本部統括官・文部科学省初等中等教育局長・厚生

労働省雇用均等・児童家庭局長通知「幼保連携型認定こども園において新

たに分園を設置する場合の取扱いについて」に基づき設置する幼稚園型認

定こども園分園において保育を必要とする子どもに保育を実施する部分 

小規模保育事業所 ・児童福祉法第６条の３第 10項に規定する施設 

防音壁整備事業 
・近隣住民等への配慮から防音対策を必要とする保育所等、保育所機能部分

又は小規模保育事業所の防音壁設置に係る費用の一部を補助する事業 

防犯対策強化 

整備事業 

・施設の防犯対策を強化する観点から、保育所等又は小規模保育事業の防犯

対策の強化に係る費用の一部を補助する事業 

 

５ この交付要綱において「施設整備」とは、次の表の種類ごとに掲げる整備内容をいう。 

 

種類 整備区分 整備内容 

新設 創設 ・新たに保育所等、保育所機能部分又は小規模保育事業所を整備する

こと。 

（地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地等）を活

用して、定員 30 名までの小規模な保育所を整備する事業を含む。） 

修理 大規模修繕等 ・既存施設について、平成 20 年６月 12 日雇児発第 0612002 号厚生労

働省雇用均等・児童家庭局長通知「次世代育成支援対策施設整備交



付金における大規模修繕等の取扱いについて」に準じて整備する 

こと。 

・地震防災上倒壊等の危険性のある建物の耐震化又は津波対策として

の高台への移転を図るため、改築又は補強等の整備を行う事業（以

下「耐震化等整備事業」という。）においては、既存施設の耐震補強

のために必要な補強改修工事や当該工事と併せて付帯設備の改造等

を行う次の整備をすること。 

① 給排水設備、電気設備、ガス設備、冷暖房設備、消防用設備等付

帯設備の改造工事 

② その他必要と認められる上記に準ずる工事 

改造 増築 

増改築 

 

改築 

・既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。 

・既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備をするとともに既

存施設の改築整備（一部改築を含む。）をすること。 

・既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備（一部改築を含む。）

をすること。 

＊改築部分については老朽民間児童福祉施設整備の対象とすること

ができる。 

＊地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施設の移転整備（増

改築及び改築）については、平成 20年６月 12日雇児発第 0612010

号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「地すべり防止危険か

所等危険区域に所在する施設の移転整備について」に準じて取り

扱う。 

整備 

 

老朽民間児童

福祉施設整備 

・社会福祉法人が設置する施設について、平成 20 年６月 12 日雇児発

第 0612001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「老朽民間児

童福祉施設等の整備について」に準じて改築整備（一部改築を含む。）

をすること。 

防音壁整備 ・近隣住民の生活環境の保全が見込まれる防音壁の整備 

（市町村が必要性を認めたものに限る。） 

防犯対策の強

化に係る整備 

・防犯対策を強化するため、非常通報装置・防犯カメラ設置や外構等

の設置・修繕等必要な安全対策に係る整備 

 

６ 交付金の交付の対象となる施設整備事業は、次の表の①の施設の種類ごとに、②欄に定

める設置根拠（（4）防音壁を設置する施設及び(5) 防犯対策の強化に係る整備を行う施設

を除く。）により、③欄に定める設置主体が設置する施設に係る施設整備事業に対し、市

町村が行う補助事業（(3)小規模保育事業所については公立施設の施設整備事業を除く。）

とする。 

① 施設の種類 ② 設置根拠 ③ 設置主体 

（１）保育所等 

 

児童福祉法第 35 条第４項

及び同法第 56 条の８第３

社会福祉法人、日本赤十字社、公益社

団法人、公益財団法人又は学校法人



項並びに認定こども園法

第 17 条第 1 項及び同法第

34 条第３項 

（幼保連携型認定こども園を構成 

する幼稚園及び保育所の設置者が  

同一の学校法人であって、当該保育所

の施設整備を行う場合に限る。） 

（以下「社会福祉法人等」という。） 

ただし、「待機児童解消加速化プラン」

に参加実績のある市町村又は財政力

指数が 1.0 未満の市町村及び財政力

指数が 1.0 以上であって、平成 29年

４月１日現在の待機児童数が 10 人以

上、かつ平成 29 年度の保育拡大量が

90 人以上の市町村は、市町村が認め

た者（公立施設を除く。）とする。 

（２）保育所機能

部分 

認定こども園法第３条第

２項第１号及び第４項第

１号 

社会福祉法人又は学校法人（幼稚園型

認定こども園を構成する幼稚園の設

置者と同一の学校法人が、当該保育所

機能部分の施設整備を行う場合に限

る。） 

ただし、「待機児童解消加速化プラン」

に参加実績のある市町村又は財政力

指数が 1.0 未満の市町村及び財政力

指数が 1.0 以上であって、平成 29年

４月１日現在の待機児童数が 10 人以

上、かつ平成 29 年度の保育拡大量が

90 人以上の市町村は、市町村が認め

た者（公立施設を除く。）とする。 

（３）小規模保育       

事業所 

児童福祉法第34条の15第

１項及び第２項 

市町村が認めた者（公立施設を含む。） 

（４）防音壁を設  

   置する施設 

－ 本表「①施設の種類」の（1）（2）(3)

に応じた「③設置主体」 

（５）防犯対策の   

強化に係る

整備を行う

施設 

－ 本表「①施設の種類」の（1）(3)に応

じた「③設置主体」 

 

（交付金の対象除外） 

７ この交付金は、次に掲げる費用については対象としないものとする。 

（１）土地の買収又は整地に要する費用 

（２）既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することより効率的であると

認められる場合における当該建物の買収を除く。）に要する費用 



（３）職員の宿舎に要する費用 

（４）防音壁整備事業における、防音以外を目的とした整備に要する費用 

（５）防犯対策強化整備事業における、防犯対策強化以外を目的とした整備に要する費用 

（６）その他施設整備として適当と認められない費用 

 

（交付額の算定方法） 

８ この交付金は、市町村に対し、整備計画、設置計画又は防犯計画（以下「整備計画等」

という。）に記載された施設整備事業に要する経費に充てるために交付するものとし、そ

の交付額は次により算出するものとする。 

ただし、算出された交付額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる

ものとする。 

（１）６の（１）の事業（保育所等） 

ア 「待機児童加速化プラン」に参加する市町村（財政力指数が 1.0 未満の市町村及び

財政力指数が 1.0 以上であって、平成 29 年４月１日現在の待機児童数が 10 人以上、

かつ平成 29 年度の保育拡大量が 90 人以上の市町村に限る。）が策定する整備計画に

基づく施設整備事業（創設、増築、増改築に限る。） 

(ｱ) 交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位 

ごとに、別表１－１、別表２－１で定める基準により算出した基準額の合計を交付

基礎額とする。 

(ｲ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表１－１で定める対象経費の実支出額

と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較していずれか少ない方

の額の合計に別表１－９に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

(ｳ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、(ｱ)により算出した額と(ｲ)により算出し

た額を比較していずれか少ない方の額の合計を交付額とする。 

イ ア以外の場合 

(ｱ) 交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位 

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表２－２で定める基準により算出した基準額

の合計を交付基礎額とする。 

(ｲ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表１－１、別表１－２で定める対象経

費の実支出額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較していず

れか少ない方の額の合計に別表１－９に定める国の負担割合を乗じた額を算出す

る。 

(ｳ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、(ｱ)により算出した額と(ｲ)により算出し

た額を比較していずれか少ない方の額の合計を交付額とする。 

（２）６の（２）の事業（保育所機能部分） 

ア 市町村が策定する整備計画に基づく施設整備事業（創設、増築、増改築、改築及び

老朽民間児童福祉施設整備に限る。） 

(ｱ) 交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位 

ごとに、別表１－３、別表２－５で定める基準により算出した基準額の合計を交付

基礎額とする。 

(ｲ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表１－３で定める対象経費の実支出額



と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較していずれか少ない方

の額の合計に別表１－９に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

(ｳ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、(ｱ)により算出した額と(ｲ)により算出し

た額を比較していずれか少ない方の額の合計を交付額とする。 

イ ア以外の場合 

(ｱ) 交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位 

ごとに、別表１－４で定める基準により算出した基準額の合計を交付基礎額とする。 

(ｲ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表１－４で定める対象経費の実支出額

と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較していずれか少ない方

の額の合計に別表１－９に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

(ｳ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、(ｱ)により算出した額と(ｲ)により算出し

た額を比較していずれか少ない方の額の合計を交付額とする。 

（３）６の（３）の事業（小規模保育事業所） 

ア 「待機児童加速化プラン」に参加する市町村（財政力指数が 1.0 未満の市町村及び

財政力指数が 1.0 以上であって、平成 29 年４月１日現在の待機児童数が 10 人以上、

かつ平成 29 年度の保育拡大量が 90 人以上の市町村に限る。）が策定する整備計画に

基づく施設整備事業（創設、増築、増改築に限る。） 

(ｱ) 交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位 

ごとに、別表１－５、別表２－８で定める基準により算出した基準額の合計を交付

基礎額とする。 

(ｲ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表１－５で定める対象経費の実支出額

と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較していずれか少ない方

の額の合計に別表１－９で定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

(ｳ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、(ｱ)により算出した額と(ｲ)により算出し

た額を比較していずれか少ない方の額の合計を交付額とする。 

イ ア以外の場合 

(ｱ) 交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位 

ごとに、別表１－５、別表１－６、別表２－９で定める基準により算出した基準額

の合計を交付基礎額とする。 

(ｲ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表１－５、別表１－６で定める対象経

費の実支出額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較していず

れか少ない方の額の合計に別表１－９で定める国の負担割合を乗じた額を算出す

る。 

(ｳ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、(ｱ)により算出した額と(ｲ)により算出し

た額を比較していずれか少ない方の額の合計を交付額とする。 

（４）６の（４）の事業（防音壁を設置する施設） 

市町村が策定する設置計画に基づく施設整備事業 

(ｱ) 交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位 

ごとに、別表１－７で定める基準額を交付基礎額とする。 

(ｲ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表１－７で定める対象経費の実支出額

と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較していずれか少ない方



の額の合計に別表１－９で定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

(ｳ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、(ｱ)により算出した額と(ｲ)により算出し

た額を比較していずれか少ない方の額の合計を交付額とする。 

（５）６の（５）の事業（防犯対策の強化に係る整備を行う施設） 

市町村が策定する防犯計画に基づく施設整備事業 

  ①  門、フェンス等の外構の設置、修繕等の場合 

(ｱ) 交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－８の第３欄のアで定める基準額を交付基礎額とする。 

(ｲ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表１－８で定める対象経費の実支出額

と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較していずれか少ない方

の額の合計に別表１－９で定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

(ｳ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、(ｱ)により算出した額と(ｲ)により算出し

た額を比較していずれか少ない方の額の合計を交付額とする。 

②  非常通報装置等の設置の場合 

(ｱ) 交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－８の第３欄のイで定める基準額を交付基礎額とする。 

(ｲ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表１－８で定める対象経費の実支出額

と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較していずれか少ない方

の額の合計に別表１－９で定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

(ｳ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、(ｱ)により算出した額と(ｲ)により算出し

た額を比較していずれか少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

（国の財政上の特別措置） 

９ 次の表に掲げる施設整備事業に係る交付金の交付額の算定にあっては、次により算定す

るものとする。ただし、対象となる「保育所等」、「保育所機能部分」及び「小規模保育事

業所」が豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37 年法律第 73 号）第２条第２項の規定に基づき

指定された特別豪雪地帯に所在する場合、８の（１）（２）（３）、９の（２）（３）（４）

の算定にあっては、算出された基準額に対して、0.08 を乗じて得られた額を加算し、交

付基礎額を算出するものとする。 

（１）次の表の①に掲げる「保育所等」、「保育所機能部分」及び「小規模保育事業所」の施

設整備事業 

(ｱ) 交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位ご

とに、別表２－３、別表２－６、別表２－１０で定める基準により算出した基準額の

合計を交付基礎額とする。 

(ｲ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに別表１－１、別表１－３、別表１－５で定め

る対象経費の実支出額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較し

ていずれか少ない方の額の合計に別表１－９で定める国の負担割合を乗じた額を算

出する。 

(ｳ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、(ｱ)により算出した額と(ｲ)により算出した

額を比較していずれか少ない方の額の合計を交付額とする。 

 



（２）次の表の②③に掲げる「保育所等」、「保育所機能部分」及び「小規模保育事業所」の

施設整備事業 

(ｱ) 交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位ご

とに、別表２－４、別表２－７、別表２－１１で定める基準により算出した基準額の

合計を交付基礎額とする。 

(ｲ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに別表１－１、別表１－３で定める対象経費の

実支出額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較していずれか少

ない方の額の合計に別表１－９で定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

(ｳ) 工事請負契約等を締結する単位ごとに、(ｱ)により算出した額と(ｲ)により算出した

額を比較していずれか少ない方の額の合計を交付額とする。 

（３）次の表の④に掲げる「保育所等」、「保育所機能部分」及び「小規模保育事業所」の施

設整備事業 

８の（１）（２）（３）、９の（２）について交付金の交付額の算定にあっては、「交付基

準額表」中、「津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合」に基づき、交付基礎額を

算出するものとする。 

（４）次の表の⑤に掲げる「保育所等」及び「小規模保育事業所」の施設整備事業 

８の（１）（３）、９の（１）（２）（３）に基づいて算定し、「交付基準額表」中、「待機

児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合」に基づき、交付基礎額を算

出するものとする。 

 

① 沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）第４条第１項に規定する沖縄振興計画に基づく事業と

して行う場合 

② 過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）第６条第１項に規定する過疎地域自立促進市

町村計画に基づく事業として行う場合 

③ 山村振興法（昭和 40 年法律第 64 条）第８条第１項に規定する山村振興計画に基づく事業として行う

場合（地方交付税法（昭和 25 年法律第 211 号）第 14 条の規定により算定した市町村の基準財政収入

額を同法第 11 条の規定により算定した当該市町村の基準財政需要額で除して得た数値で補助年度前

３か年度内の各年度に係るものを合算したものの３分の１の数値が 0.4 未満である市町村の区域内

にあるものに限る。（創設を除く。）） 

④ 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成 25 年法律第 87 号）第 12 条第

１項に規定する津波避難対策緊急事業計画に基づいて実施される事業のうち、同項第４号に基づき政

令で定める施設 

⑤ 平成 28 年４月７日雇児発第 0407 第 2 号「「待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策について」

の対応方針について」に基づき、参加する自治体が当該事業を行う場合 

 

（交付金の概算払） 

10 厚生労働大臣は、必要があると認める場合において、国の支払計画承認額の範囲内に 

おいて概算払することができるものとする。 

 

 



（交付の条件） 

11 この交付金の交付の決定は、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業の内容のうち、整備計画等に記載された建物等の用途を変更する場合には、当該

都道府県の区域を管轄する地方厚生局長（徳島県、香川県、愛媛県及び高知県にあって

は四国厚生支局長、以下「地方厚生（支）局長」という。）の承認を受けなければなら

ない。 

（２）整備計画等に記載された事業を中止又は廃止（一部の中止又は廃止を含む。）する場

合には、地方厚生（支）局長の承認を受けなければならない。 

（３）整備計画等に基づく事業が計画期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難にな 

った場合には、速やかに地方厚生（支）局長に報告してその指示を受けなければならな

い。 

（４）この交付金に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙３の様式による調書を 

作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び

証拠書類を交付金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その

承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

   ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間を経

過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適化法施行令第 14 条第１項第２号の規

定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管して

おかなければならない。 

（５）市町村は社会福祉法人等の事業者に対してこの交付金を財源の一部として補助金を 

交付する場合には、次の条件を付さなければならない。 

  ア （１）～（３）に掲げる条件 

    この場合において、「地方厚生（支）局長」とあるのは「市町村長」と読み替える

ものとする。 

  イ 事業により取得し、又は効用の増した不動産及びその従物並びに事業により取得し、

又は効用の増した価格が単価 30 万円以上の機械及び器具及びその他財産については、

適化法施行令第 14 条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経

過するまで市町村長の承認を受けないでこの補助金の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し又は廃棄してはならない。 

  ウ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証

拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を交付金の額の確定の日（事業の中止又

は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間

保管しておかなければならない。 

    ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間を

経過後、当該財産の財産処分が完了する日又は適化法施行令第 14 条第１項第２号の

規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管

しておかなければならない。 

  エ 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）

は、別紙７の様式により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度

６月 30 日までに市町村長に報告しなければならない。 



    なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）で

あって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消

費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に

基づき報告を行うこと。 

    また、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税

額を市町村に返還しなければならない。 

（６）（５）により付した条件に基づき市町村長が承認又は指示する場合には、あらかじめ

地方厚生（支）局長の承認又は指示を受けなければならない。 

（７）事業者から財産の処分による収入又は補助金に係る消費税又は地方消費税に係る仕入

控除税額の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を国庫に

納付させることがある。 

（８）事業者が（５）により付した条件に違反した場合には、この交付金の全部又は一部を

国庫に納付させることがある。 

 

（申請手続） 

12 この交付金の交付の申請は、次により行うものとする。 

（１）東京都以外 

ア 市町村の長は、別紙１の様式による申請書に関係書類を添えて、道府県知事が定め

る日までに道府県知事に提出するものとする。 

イ 道府県知事は、別紙１の申請書を受理したときは、その内容を審査し必要があると

認めるときは現地調査等を行い、その後適正と認めたときは、地方厚生（支）局長が

別に定める日までに地方厚生（支）局長に提出するものとする。 

（２）東京都 

ア 市町村の長は、別紙１の様式による申請書に関係書類を添えて、都知事が定める日

までに都知事に提出するものとする。 

イ 都知事は、別紙１の申請書を受理したときは、関東信越厚生局長が別に定める日ま

でに関東信越厚生局長に提出するものとする。 

 

（変更申請手続） 

13 この交付金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等を

行う場合には、12 に定める申請手続に従い、別に指示する日までに行うものとする。 

 

（交付決定までの標準的期間） 

14 地方厚生（支）局長は、12 又は 13 による申請書が到達した日から起算して原則として

２月以内に交付の決定（変更交付決定を含む。）を行うものとする。 

 

（状況報告） 

15 市町村は、交付金の対象となった施設整備事業、防音壁整備事業及び防犯対策強化整備

事業に係る工事に着工したときは、別紙４の様式により工事に着工した日から 10 日以内

に、また、工事進捗状況については別紙５の様式により平成 29 年 12 月末日現在の状況を

平成30年１月15日までに、当該市町村の属する都道府県の知事を経由して地方厚生（支）



局長に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

16 この交付金の実績報告は、次により行うものとする。 

（１）東京都以外 

ア 市町村の長は、別紙２の様式による報告書に関係書類を添えて、道府県知事が定め

る日までに道府県知事に提出するものとする。 

なお、事業が翌年度にわたるときは、この交付金の交付の決定に係る国の会計年度

の翌年度の４月 30 日までに、当該市町村の属する道府県の知事を経由して、別紙６

の様式による報告書を地方厚生（支）局長に提出して行わなければならない。 

イ 道府県知事は、別紙２の事業実績報告書を受理したときは、その内容を審査し必要

があると認めるときは現地調査等を行い、その後適正と認めたときは、事業の完了の

日から起算して１月を経過した日（11 の（２）（５）により事業の中止又は廃止の承

認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から１月を経過した日）又は平成 30

年４月 10 日のいずれか早い日までに、地方厚生（支）局長に提出して行わなければ

ならない。 

（２）東京都 

ア 市町村の長は、別紙２の様式による報告書に関係書類を添えて、都知事が定める日

までに都知事に提出するものとする。 

なお、事業が翌年度にわたるときは、この交付金の交付の決定に係る国の会計年度

の翌年度の４月 30 日までに、都知事を経由して、別紙６の様式による報告書を関東

信越厚生局長に提出して行わなければならない。 

イ 都知事は、別紙２の事業実績報告書を受理したときは、事業の完了の日から起算し

て１月を経過した日（11 の（２）（５）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場

合には、当該承認通知を受理した日から１月を経過した日）又は平成 30 年４月 10 日

のいずれか早い日までに、関東信越厚生局長に提出して行わなければならない。 

 

（交付金の返還） 

17 地方厚生（支）局長は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既にその額を

超える交付金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫に返

還することを命ずる。 

 

（その他） 

18 特別の事情により、８、12、13、15 及び 16 に定める算定方法、手続きによることが   

できない場合には、あらかじめ地方厚生（支）局長の承認を受けてその定めるところによ

るものとする。 

 

 

 

 

 



別表１－１ 

算 定 基 準 

（創設、増築、増改築、改築及び老朽民間児童福祉施設整備） 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費 ５ 負担割合 

保育所等 本体工事費 

 

 

 別表２に掲げる１施設当たりの

交付基準額を基準とする。 

※１ 沖縄振興特別措置法（平成

14 年法律第 14 号）第４条第１項

に規定する沖縄振興計画に基づ

く事業、過疎地域自立促進特別措

置法（平成 12 年法律第 15 号）第

６条第１項に規定する過疎地域

自立促進市町村計画に基づく事

業、山村振興法（昭和 40 年法律

第 64 条）第８条第１項に規定す

る山村振興計画に基づく事業、南

海トラフ地震に係る地震防災対

策の推進に関する特別措置法（平

成 25 年法律第 87 号）第 12 条第

１項に規定する津波避難対策緊

急事業計画に基づいて実施され

る事業のうち、同項第４号に基づ

き政令で定める施設として行う

事業を含む。 

 

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭

和 37 年法律第 73 号）第２条第２

項の規定に基づき指定された特

別豪雪地帯に所在する場合は、上

記に定める方法により算定され

た基準額に対して 0.08 を乗じて

得た額を加算する。 

施設の整備（施設の

整備と一体的に整備

されるものであって、

厚生労働大臣が必要

と認めた整備を含

む。）に必要な工事費

又は工事請負費（７に

定める費用を除く。）、

工事事務費（工事施工

のため直接必要な事

務に要する費用であ

って、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本

費及び設計監督料等

をいい、その額は、工

事費又は工事請負費

の 2.6％に相当する

額を限度額とする。以

下同じ。）、実施設計に

要する費用、開設準備

に必要な費用、新たに

土地を賃借して整備

する場合に必要な賃

借料（敷金を除き礼金

を含む。）。 

ただし、別の補助金

等又はこの種目とは

別の種目において別

途交付対象とする費

用を除き（以下同

じ。）、工事費又は工事

請負費には、これと同

等と認められる委託

費、分担金及び適当と

認められる購入費等

を含む。（以下同じ。） 

別表１－９の

とおり 



解体撤去工事

費及び仮設施

設整備工事費

（災害復旧に

係る仮設施設

整備工事費は

除く。） 

別表２に掲げる１施設当たりの交

付基準額を基準とする。※１、※２に

ついて同上。 

 解体撤去に必要な工

事費又は工事請負費及

び仮設施設整備に必要

な賃借料、工事費又は工

事請負費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１－２ 

 

算 定 基 準 

（大規模修繕等） 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費 ５ 負担割合 

保育所等 本体工事費 大規模修繕等その他特別な

工事費（耐震化等整備事業に

おける大規模修繕等を含む。）

については、次のいずれか低

い方の価格に別表１－９に定

める国の負担割合を乗じた額

を基準に厚生労働大臣が必要

と認めた額とする。 

（１）公的機関（都道府県又

は市町村の建築課等）の

見積り 

（２）工事請負業者２社の見

積もり 

 

施設の整備（施設の整

備と一体的に整備され

るものであって、厚生

労働大臣が必要と認め

た整備を含む。）に必要

な工事費又は工事請負

費（７に定める費用を

除く。）、工事事務費（工

事施工のため直接必要

な事務に要する費用で

あって、旅費、消耗品

費、通信運搬費、印刷

製本費及び設計監督料

等をいい、その額は、

工事費又は工事請負費

の 2.6％に相当する額

を限度額とする。以下

同じ。）、実施設計に要

する費用。 

ただし、別の補助金

等又はこの種目とは別

の種目において別途交

付対象とする費用を除

き（以下同じ。）、工事

費又は工事請負費に

は、これと同等と認め

られる委託費、分担金

及び適当と認められる

購入費等を含む。（以下

同じ。） 

別表１－９の

とおり 

仮設施設整備工事

費（災害復旧に係

る仮設施設整備工

事費は除く。） 

大規模修繕等（耐震化整備事

業を含む。）については、厚生

労働大臣が必要と認めた額と

する。 

 仮設施設整備に必要

な賃借料、工事費又は

工事請負費 

 

 



別表１－３ 

算 定 基 準 

（創設、増築、増改築、改築及び老朽民間児童福祉施設整備） 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費 ５ 負担割合 

保育所 

機能部分 

本体工事費  別表２に掲げる１施設当たり

の交付基準額を基準とする。 

※１ 沖縄振興特別措置法（平

成 14 年法律第 14 号）第４条

第１項に規定する沖縄振興計

画に基づく事業、過疎地域自

立促進特別措置法（平成 12 年

法律第 15 号）第６条第１項に

規定する過疎地域自立促進市

町村計画に基づく事業、山村

振興法（昭和 40 年法律第 64

条）第８条第１項に規定する

山村振興計画に基づく事業、

南海トラフ地震に係る地震防

災対策の推進に関する特別措

置法（平成 25 年法律第 87 号）

第 12 条第１項に規定する津

波避難対策緊急事業計画に基

づいて実施される事業のう

ち、同項第４号に基づき政令

で定める施設として行う事業

を含む。 

 

※２ 豪雪地帯対策特別措置法

（昭和 37 年法律第 73 号）第

２条第２項の規定に基づき指

定された特別豪雪地帯に所在

する場合は、上記に定める方

法により算定された基準額に

対して 0.08 を乗じて得た額

を加算する。 

施設の整備（施設の

整備と一体的に整備

されるものであって、

厚生労働大臣が必要

と認めた整備を含

む。）に必要な工事費

又は工事請負費（７に

定める費用を除く。）、

工事事務費（工事施工

のため直接必要な事

務に要する費用であ

って、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本

費及び設計監督料等

をいい、その額は、工

事費又は工事請負費

の 2.6％に相当する

額を限度額とする。以

下同じ。）、実施設計に

要する費用。 

ただし、別の補助金

等又はこの種目とは

別の種目において別

途交付対象とする費

用を除き（以下同

じ。）、工事費又は工事

請負費には、これと同

等と認められる委託

費、分担金及び適当と

認められる購入費等

を含む。（以下同じ。） 

別表１－９の

とおり 

解体撤去工事費及

び仮設施設整備工

事費（災害復旧に

係る仮設施設整備

工事費は除く。） 

別表２に掲げる１施設当たりの

交付基準額を基準とする。※１、

※２について同上。 

 解体撤去に必要な工

事費又は工事請負費及

び仮設施設整備に必要

な賃借料、工事費又は工

事請負費 

 



別表１－４ 

 

算 定 基 準 

（大規模修繕等） 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費 ５ 負担割合 

保育所 

機能部分 

本体工事費 大規模修繕等その他特別な工

事費（耐震化等整備事業におけ

る大規模修繕等を含む。）につい

ては、次のいずれか低い方の価

格に別表１－９に定める国の負

担割合を乗じた額を基準に厚生

労働大臣が必要と認めた額とす

る。 

（１）公的機関（都道府県又は

市町村の建築課等）の見積

り 

（２）工事請負業者２社の見積

もり 

 

施設の整備（施設の

整備と一体的に整備

されるものであって、

厚生労働大臣が必要

と認めた整備を含

む。）に必要な工事費

又は工事請負費（７に

定める費用を除く。）、

工事事務費（工事施工

のため直接必要な事

務に要する費用であ

って、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本

費及び設計監督料等

をいい、その額は、工

事費又は工事請負費

の 2.6％に相当する

額を限度額とする。以

下同じ。）、実施設計に

要する費用。 

ただし、別の補助金

等又はこの種目とは

別の種目において別

途交付対象とする費

用を除き（以下同

じ。）、工事費又は工事

請負費には、これと同

等と認められる委託

費、分担金及び適当と

認められる購入費等

を含む。（以下同じ。） 

別表１－９の

とおり 

仮設施設整備工事

費（災害復旧に係

る仮設施設整備工

事費は除く。） 

大規模修繕等（耐震化整備事業

を含む。）については、厚生労働大

臣が必要と認めた額とする。 

 仮設施設整備に必

要な賃借料、工事費又

は工事請負費 

 



別表１－５ 

算 定 基 準 

（創設、増築、増改築、改築及び老朽民間児童福祉施設整備） 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費 ５ 負担割合 

小規模保

育事業所 

本体工事費 

 

 

 別表２に掲げる１施設当たりの

交付基準額を基準とする。 

※１ 沖縄振興特別措置法（平成

14 年法律第 14 号）第４条第１項

に規定する沖縄振興計画に基づ

く事業、過疎地域自立促進特別措

置法（平成 12 年法律第 15 号）第

６条第１項に規定する過疎地域

自立促進市町村計画に基づく事

業、山村振興法（昭和 40 年法律

第 64 条）第８条第１項に規定す

る山村振興計画に基づく事業、南

海トラフ地震に係る地震防災対

策の推進に関する特別措置法（平

成 25 年法律第 87 号）第 12 条第

１項に規定する津波避難対策緊

急事業計画に基づいて実施され

る事業のうち、同項第４号に基づ

き政令で定める施設として行う

事業を含む。 

 

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭

和 37 年法律第 73 号）第２条第２

項の規定に基づき指定された特

別豪雪地帯に所在する場合は、上

記に定める方法により算定され

た基準額に対して 0.08 を乗じて

得た額を加算する。 

施設の整備（施設の

整備と一体的に整備

されるものであって、

厚生労働大臣が必要

と認めた整備を含

む。）に必要な工事費

又は工事請負費（７に

定める費用を除く。）、

工事事務費（工事施工

のため直接必要な事

務に要する費用であ

って、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本

費及び設計監督料等

をいい、その額は、工

事費又は工事請負費

の 2.6％に相当する

額を限度額とする。以

下同じ。）、実施設計に

要する費用、開設準備

に必要な費用、新たに

土地を賃借して整備

する場合に必要な賃

借料（敷金を除き礼金

を含む。）。 

ただし、別の補助金

等又はこの種目とは

別の種目において別

途交付対象とする費

用を除き（以下同

じ。）、工事費又は工事

請負費には、これと同

等と認められる委託

費、分担金及び適当と

認められる購入費等

を含む。（以下同じ。） 

別表１－９の

とおり 



解体撤去工事

費及び仮設施

設整備工事費

（災害復旧に

係る仮設施設

整備工事費は

除く。） 

別表２に掲げる１施設当たりの交

付基準額を基準とする。※１、※２に

ついて同上。 

 解体撤去に必要な工

事費又は工事請負費及

び仮設施設整備に必要

な賃借料、工事費又は工

事請負費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１－６ 

 

算 定 基 準 

（大規模修繕等） 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費 ５ 負担割合 

小規模保

育事業所 

本体工事費 大規模修繕等その他特別な

工事費（耐震化等整備事業にお

ける大規模修繕等を含む。）に

ついては、次のいずれか低い方

の価格に別表１－９に定める

国の負担割合を乗じた額を基

準に厚生労働大臣が必要と認

めた額とする。 

（１）公的機関（都道府県又は

市町村の建築課等）の見積

り 

（２）工事請負業者２社の見積

もり 

 

施設の整備（施設の整

備と一体的に整備さ

れるものであって、厚

生労働大臣が必要と

認めた整備を含む。）

に必要な工事費又は

工事請負費（７に定め

る費用を除く。）、工事

事務費（工事施工のた

め直接必要な事務に

要する費用であって、

旅費、消耗品費、通信

運搬費、印刷製本費及

び設計監督料等をい

い、その額は、工事費

又は工事請負費の

2.6％に相当する額を

限度額とする。以下同

じ。）、実施設計に要す

る費用。 

ただし、別の補助金

等又はこの種目とは

別の種目において別

途交付対象とする費

用を除き（以下同

じ。）、工事費又は工事

請負費には、これと同

等と認められる委託

費、分担金及び適当と

認められる購入費等

を含む。（以下同じ。） 

別表１－９の

とおり 

仮設施設整備工事

費（災害復旧に係

る仮設施設整備工

事費は除く。） 

大規模修繕等（耐震化整備事業

を含む。）については、厚生労働

大臣が必要と認めた額とする。 

 仮設施設整備に必

要な賃借料、工事費又

は工事請負費 

 



別表１－７ 

 

算 定 基 準 

（防音壁整備） 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費 ５ 負担割合 

防音壁整

備 

本体工事費 防音壁の整備に係る工事費につい

て は 、 １ 施 設 当 た り 基 準 額 を

3,222,000 円（1／2相当）とする。 

施設の整備（施設の

整備と一体的に整備

されるものであって、

厚生労働大臣が必要

と認めた整備を含

む。）に必要な工事費

又は工事請負費（７に

定める費用を除く。）、

工事事務費（工事施工

のため直接必要な事

務に要する費用であ

って、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本

費及び設計監督料等

をいい、その額は、工

事費又は工事請負費

の 2.6％に相当する

額を限度額とする。以

下同じ。）、実施設計に

要する費用。 

ただし、別の補助金

等又はこの種目とは

別の種目において別

途交付対象とする費

用を除き（以下同

じ。）、工事費又は工事

請負費には、これと同

等と認められる委託

費、分担金及び適当と

認められる購入費等

を含む。（以下同じ。） 

 

 

別表１－９の

とおり 

 

 



別表１－８ 

 

算 定 基 準 

（防犯対策の強化に係る整備） 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費 ５ 負担割合 

防犯対策

の強化に

係る整備 

本体工事費 防犯対策の強化に係る整備につい

ては、次の取り扱いとする。 

 

ア 門、フェンス等の外構の設置、

修繕等 

 次のいずれか低い方の価格（以下

「外構の設置、修繕等に係る見積り

額」という。）に２分の１を乗じた

額とする。 

（１）公的機関（都道府県又は市町

村の建築課等）の見積り 

（２）工事請負業者２社の見積もり 

 

※ただし、外構の設置、修繕等に係

る見積り額が 300,000 円未満の場

合は、本事業の対象としない。 

 

イ 非常通報装置等の設置 

 次のいずれか低い方の価格（以下

「非常通報装置等の設置に係る見

積り額」という。）に２分の１を乗

じた額と 900,000 円を比較してい

ずれか少ない額とする。 

（１）公的機関（都道府県又は市町

村の建築課等）の見積り 

（２）工事請負業者２社の見積もり 

 

※ただし、非常通報装置等の設置に

係る見積り額が 300,000 円未満の

場合は、本事業の対象としない。 

防犯対策の強化に

係る整備に必要な工

事費又は工事請負費

（７に定める費用を

除く。）、工事事務費

（工事施工のため直

接必要な事務に要す

る費用であって、旅

費、消耗品費、通信運

搬費、印刷製本費及び

設計監督料等をいい、

その額は、工事費又は

工事請負費の 2.6％

に相当する額を限度

額とする。以下同

じ。）、実施設計に要す

る費用。 

ただし、別の補助金

等又はこの種目とは

別の種目において別

途交付対象とする費

用を除き（以下同

じ。）、工事費又は工事

請負費には、これと同

等と認められる委託

費、分担金及び適当と

認められる購入費等

を含む。（以下同じ。） 

 

 

別表１－９の

とおり 

 

 

 

 

 



別表１－９ 

 

保育所等整備交付金における施設整備事業の国、市町村、事業者の負担割合 

 

 国 市町村 事業者 

下記以外 1/2 1/4 

（※１） 

1/4 

（※１） 

待機児童解消加速化プランに参加する市町村が策定する整

備計画に基づく施設整備事業（保育所等、小規模保育事業所

の創設、増築、増改築に限る。） 

2/3 1/12 

（※２） 

1/4 

（※２） 

９の表の①に基づく施設整備事業（防音壁整備、防犯対策の

強化に係る整備を除く。） 

3/4 1/8 

（※３） 

1/8 

（※３） 

９の表の②③に基づく施設整備事業（防音壁整備、防犯対策

の強化に係る整備を除く。） 

5.5/10 1/4 

（※４） 

1/5 

（※４） 

 

※１ 公立の小規模保育事業所の施設整備事業については、市町村 1/2 

※２ 公立の小規模保育事業所の施設整備事業については、市町村 1/3 

※３ 公立の小規模保育事業所の施設整備事業については、市町村 1/4 

※４ 公立の小規模保育事業所の施設整備事業については、市町村 4.5/10 

※５ 市町村は、上記の負担割合に応じて、事業者に対し、国の負担割合分と市町村の負担

割合分の合計額を補助する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２－１ ［８の（１）アに基づく保育所等施設整備事業：定額（2/3相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

71,900

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

99,900
87,600

255,000
229,500
207,100
186,400
164,100
141,800
117,900
90,700
79,700

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

9,900

252,500
227,900
205,100
180,600
156,000
129,700

75,400

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

交 付 基 準 額 表

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

標準 都市部
2,100 2,320

14,800

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

基準額（１施設当たり）

19

土地借料加算

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定する こと。（いずれも、小数点以下切捨て）

34
27
22

9,900特殊附帯工事

標準
65,300
68,500

都市部

280,600

15
13
12
11

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

地域の余裕スペース
活用促進加算

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。



別表２－１ ［８の（１）アに基づく保育所等施設整備事業：定額（2/3相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

22

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

90,400
86,200

都市部

370,200
333,300
300,800
270,800
238,300
205,900
171,200
131,800
115,600
99,500
94,900

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

地域の余裕スペース
活用促進加算

13
12
11

34
27

216,600
187,200

19
15

19,600

155,600
119,800
105,100

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

標準 都市部

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

12,980

2,740 3,050

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

12,980

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

特殊附帯工事

標準

336,600
302,900
273,500
246,100



別表２－１ ［８の（１）アに基づく保育所等施設整備事業：定額（2/3相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

標準 都市部
65,300
68,500
79,700
90,700
117,900
141,800
164,100

71,900
75,400
87,600
99,900
129,700
156,000
180,600

定期借地権設定のた
めの一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する
国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出され
た額の２分の１

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定する こと。（いずれも、小数点以下切捨て）

19
15
13

地域の余裕スペース
活用促進加算

標準 都市部
9,270 10,200

交 付 基 準 額 表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

特殊附帯工事 9,900
本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

186,400
207,100
229,500
255,000

205,100
227,900
252,500
280,600

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

9,900

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

34
27
22

12
11

土地借料加算 29,100



別表２－１ ［８の（１）アに基づく保育所等施設整備事業：定額（2/3相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

187,200
216,600
246,100
273,500
302,900
336,600

115,600
131,800
171,200
205,900
238,300
270,800
300,800
333,300
370,200

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

22

特殊附帯工事 12,980

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

定期借地権設定のた
めの一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する
国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出され
た額の２分の１

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定する こと。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

38,400

地域の余裕スペース
活用促進加算

標準 都市部
12,080 13,410

13
12
11

19
15

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

34
27

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）
標準 都市部
86,200 94,900
90,400 99,500
105,100
119,800
155,600

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

12,980

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。



別表２－１ ［８の（１）アに基づく保育所等施設整備事業：定額（2/3相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,306 1,438 1,724 1,897
定員21～30名 1,482 1,630 1,956 2,152
定員31～40名 1,976 2,173 2,609 2,870
定員41～70名 2,486 2,735 3,282 3,609
定員71～100名 3,506 3,857 4,629 5,091
定員101～130名 4,208 4,630 5,554 6,111
定員131～160名 5,260 5,787 6,943 7,638
定員161～190名 6,313 6,944 8,333 9,167
定員191～220名 7,365 8,101 9,721 10,693
定員221～250名 8,417 9,260 11,111 12,221
定員251名以上 9,470 10,417 12,500 13,749

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 2,327 2,561 3,071 3,378
定員21～30名 2,840 3,124 3,749 4,124
定員31～40名 3,443 3,787 4,545 4,999
定員41～70名 4,782 5,260 6,313 6,943
定員71～100名 7,174 7,891 9,469 10,416
定員101～130名 8,609 9,470 11,363 12,500
定員131～160名 10,761 11,837 14,205 15,626
定員161～190名 11,766 12,942 15,530 17,084
定員191～220名 13,727 15,100 18,120 19,932
定員221～250名 15,688 17,257 20,708 22,778
定員251名以上 17,649 19,414 23,296 25,626

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

交 付 基 準 額 表

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

基準額（１施設当たり）



別表２－２ ［８の（１）イに基づく保育所等施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

97,200
116,900
135,300
153,800
170,900
189,400
210,300

標準
48,900
51,400
59,600
68,100
88,400
106,300
123,100
139,800

16
14

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

特殊附帯工事 7,360

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

11
9
9
8

155,300
172,100
191,300

都市部
53,900
56,500
65,700
74,900

11,100
標準 都市部
1,580 1,790

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

地域の余裕スペース
活用促進加算
※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村

については、標準の基準額を適用する。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

26
19

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

7,360

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。



別表２－２ ［８の（１）イに基づく保育所等施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

277,700

74,600
86,600
98,900
128,400
154,400
178,700
203,000
225,600
249,900

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

標準 都市部
2,100 2,320

地域の余裕スペース
活用促進加算

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

基準額（１施設当たり）

特殊附帯工事 9,680

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

標準 都市部
64,700
67,800
78,800
89,800
116,700
140,300
162,400
184,700
205,200
227,100
252,500

71,200

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

9
9
8

26
19
16
14
11

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

14,600

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

9,680

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。



別表２－２ ［８の（１）イに基づく保育所等施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

106,300
123,100
139,800
155,300
172,100
191,300

65,700
74,900
97,200
116,900
135,300
153,800
170,900
189,400
210,300

標準
48,900
51,400

都市部
53,900
56,500

59,600
68,100
88,400

定期借地権設定のた
めの一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する
国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出され
た額の２分の１

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

地域の余裕スペース
活用促進加算

標準 都市部
6,950 7,640

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

交 付 基 準 額 表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

特殊附帯工事 7,360

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

26
19
16

9
8

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

7,360

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

21,800

14
11
9

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。



別表２－２ ［８の（１）イに基づく保育所等施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

116,700
140,300
162,400
184,700
205,200
227,100
252,500

86,600
98,900
128,400
154,400
178,700
203,000
225,600
249,900
277,700

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

9,890

14

特殊附帯工事 9,680

定期借地権設定のた
めの一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する
国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出され
た額の２分の１

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

地域の余裕スペース
活用促進加算

標準 都市部
9,270

9
8

28,700

11
9

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

26
19
16

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）
標準 都市部
64,700
67,800

71,200
74,600

78,800
89,800

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

9,680



別表２－２ ［８の（１）イに基づく保育所等施設整備事業：定額（1/2相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 980 1,078 1,293 1,423
定員21～30名 1,111 1,223 1,467 1,614
定員31～40名 1,482 1,630 1,956 2,152
定員41～70名 1,864 2,052 2,461 2,708
定員71～100名 2,630 2,892 3,472 3,818
定員101～130名 3,156 3,472 4,165 4,582
定員131～160名 3,945 4,340 5,208 5,729
定員161～190名 4,734 5,209 6,250 6,875
定員191～220名 5,523 6,076 7,290 8,021
定員221～250名 6,313 6,944 8,333 9,167
定員251名以上 7,102 7,813 9,375 10,313

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,745 1,920 2,303 2,534
定員21～30名 2,131 2,343 2,812 3,093
定員31～40名 2,582 2,840 3,408 3,749
定員41～70名 3,586 3,945 4,734 5,208
定員71～100名 5,380 5,918 7,101 7,812
定員101～130名 6,456 7,102 8,522 9,375
定員131～160名 8,071 8,879 10,654 11,719
定員161～190名 8,824 9,707 11,647 12,813
定員191～220名 10,295 11,325 13,590 14,947
定員221～250名 11,766 12,942 15,531 17,084
定員251名以上 13,237 14,560 17,472 19,220

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合



別表２－３ ［９の表の①に基づく保育所等施設整備事業：定額（3/4相当）］

■本体工事費 単位：千円

標準 都市部
定員20名以下 73,400 80,900
定員21～30名 77,000 84,800
定員31～40名 89,600 98,600
定員41～70名 102,100 112,300
定員71～100名 132,700 145,800
定員101～130名 159,400 175,500
定員131～160名 184,700 203,100
定員161～190名 209,800 230,700
定員191～220名 233,200 256,400
定員221～250名 258,200 284,000
定員251名以上 287,000 315,600

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算
標準 都市部
2,420 2,640

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

特殊附帯工事 11,020

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

16,700

14
13

地域の余裕スペース
活用促進加算

13

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

11,020

38
30
26
22
18

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）



別表２－３ ［９の表の①に基づく保育所等施設整備事業：定額（3/4相当）］

■本体工事費 単位：千円

標準 都市部
定員20名以下 73,400 80,900
定員21～30名 77,000 84,800
定員31～40名 89,600 98,600
定員41～70名 102,100 112,300
定員71～100名 132,700 145,800
定員101～130名 159,400 175,500
定員131～160名 184,700 203,100
定員161～190名 209,800 230,700
定員191～220名 233,200 256,400
定員221～250名 258,200 284,000
定員251名以上 287,000 315,600

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

標準 都市部
10,420 11,460

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を含む。

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

30
26

18
14

13
13

32,800

地域の余裕スペース活
用促進加算

定期借地権設定のた
めの一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する国
税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出された
額の２分の１

交 付 基 準 額 表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

22

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

11,020

特殊附帯工事 11,020
本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

38



別表２－３ ［９の表の①に基づく保育所等施設整備事業：定額（3/4相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部

定員20名以下 1,470 1,617
定員21～30名 1,668 1,833
定員31～40名 2,223 2,445
定員41～70名 2,796 3,077
定員71～100名 3,944 4,339
定員101～130名 4,734 5,209
定員131～160名 5,918 6,510
定員161～190名 7,101 7,813
定員191～220名 8,285 9,113
定員221～250名 9,470 10,417
定員251名以上 10,653 11,719

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部

定員20名以下 2,618 2,880
定員21～30名 3,196 3,514
定員31～40名 3,874 4,261
定員41～70名 5,380 5,918
定員71～100名 8,071 8,878
定員101～130名 9,684 10,653
定員131～160名 12,107 13,317
定員161～190名 13,237 14,560
定員191～220名 15,443 16,987
定員221～250名 17,649 19,413
定員251名以上 19,854 21,840

※３ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）

※２ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準
の基準額を適用する。

※２ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

基準額（１施設当たり）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準
の基準額を適用する。

※３ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。



別表２－４ ［９の表の②③に基づく保育所等施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

171,000

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

地域の余裕スペース
活用促進加算

29
21
18
15
12

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

1,790 1,900
※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村

については、標準の基準額を適用する。

231,300

116,900 128,600
135,300 148,900
153,800 169,100

8,110

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

53,900
56,500

59,200
62,100

65,700 72,200
74,900 82,400
97,200 106,900

基準額（１施設当たり）
標準 都市部

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

8,110特殊附帯工事

188,000
189,300 208,400
210,400

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

12,300
標準 都市部

10
10
9

交 付 基 準 額 表



別表２－４ ［９の表の②③に基づく保育所等施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

都市部
2,320 2,520

基準額（１施設当たり）

305,400

225,600 248,100

98,900 108,800
128,300 141,300
154,300 170,000
178,600 196,600
203,000 223,400

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

特殊附帯工事

標準 都市部
78,20071,100
82,00074,600

86,700 95,400

249,900 274,900
277,700

12

10,710

10

29

16,100

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

21
18
15

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

地域の余裕スペース
活用促進加算

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

標準

10
9

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

10,710

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）



別表２－４ ［９の表の②③に基づく保育所等施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

189,300 208,400
210,400 231,300

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

24,000

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

97,200 106,900
116,900 128,600
135,300 148,900
153,800 169,100
171,000 188,000

標準 都市部
53,900 59,200
56,500 62,100
65,700 72,200
74,900 82,400

定期借地権設定のた
めの一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する
国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出され
た額の２分の１

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

地域の余裕スペース
活用促進加算

標準 都市部
7,640 8,400

交 付 基 準 額 表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

特殊附帯工事 8,110

29
21
18

10
9

8,110

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

15
12
10

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。



別表２－４ ［９の表の②③に基づく保育所等施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

設計料加算
開設準備費加算

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161名以上

土地借料加算

※９ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

86,700 95,400
98,900 108,800
128,300 141,300
154,300 170,000
178,600 196,600

※７ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

11,200

15

特殊附帯工事 10,710

都市部標準
71,100
74,600

78,200
82,000

定期借地権設定のた
めの一時金加算

保育所等の設置に必要な土地について、当該保育所等が所在する地域を所管する
国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法により算出され
た額の２分の１

※４ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して保育所等を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの費用を
含む。

※５ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して保育所等を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園において
児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基準額とする。

※３ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

地域の余裕スペース
活用促進加算

標準 都市部
9,890

10
9

31,500

12
10

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

29
21
18

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

203,000 223,400
225,600 248,100
249,900 274,900
277,700 305,400

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

※８ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

10,710



別表２－４ ［９の表の②③に基づく保育所等施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,078 1,187 1,422 1,566
定員21～30名 1,223 1,345 1,614 1,776
定員31～40名 1,630 1,793 2,152 2,367
定員41～70名 2,051 2,256 2,708 2,978
定員71～100名 2,892 3,183 3,818 4,200
定員101～130名 3,472 3,819 4,582 5,041
定員131～160名 4,340 4,774 5,729 6,302
定員161～190名 5,208 5,729 6,875 7,562
定員191～220名 6,076 6,684 8,021 8,822
定員221～250名 6,944 7,640 9,167 10,084
定員251名以上 7,812 8,594 10,312 11,343

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,919 2,112 2,534 2,787
定員21～30名 2,343 2,578 3,094 3,402
定員31～40名 2,840 3,124 3,749 4,124
定員41～70名 3,945 4,340 5,208 5,729
定員71～100名 5,918 6,510 7,812 8,593
定員101～130名 7,102 7,812 9,375 10,312
定員131～160名 8,879 9,765 11,719 12,890
定員161～190名 9,707 10,677 12,812 14,095
定員191～220名 11,325 12,457 14,948 16,443
定員221～250名 12,942 14,237 17,084 18,792
定員251名以上 14,560 16,017 19,220 21,142

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合



別表２－５ ［８の（２）アに基づく保育所機能部分施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）
34,200
35,900
41,800
47,700
61,800
74,500
86,100
97,900
108,800

※１ 幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園における保育所機能部分の定員規模に該当する基準額とすること。

120,400
133,800

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（千円未満切捨て。）

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）
45,100
47,400
55,200
62,800
81,600
98,300
113,700
129,200
143,500

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（千円未満切捨て。）

※１ 幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園における保育所機能部分の定員規模に該当する基準額とすること。

158,900
176,600



別表２－５ ［８の（２）アに基づく保育所機能部分施設整備事業：定額（1/2相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

■仮設施設整備工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

685 905
778 1,026
1,037 1,369
1,305 1,722
1,840 2,430
2,208 2,916
2,761 3,645
3,314 4,374
3,867 5,105
4,419 5,833
4,972 6,561

※１ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

※２ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

1,222 1,613
1,491 1,968
1,808 2,385
2,510 3,314
3,767 4,972
4,519 5,966

※１ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

※２ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。

5,649 7,457
6,176 8,152
7,207 9,512
8,236 10,871
9,266 12,230



別表２－６ ［９の表の①に基づく保育所機能部分施設整備事業：定額（3/4相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

■解体撤去工事費 単位：千円

■仮設施設整備工事費 単位：千円

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）
51,400
53,900
62,600
71,500
92,700
111,500
129,300
146,900
163,200
180,800
200,700

※１ 幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園における保育所機能部分定員規模に該当する基準額とすること。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）
定員20名以下 1,028
定員21～30名 1,167
定員31～40名 1,556
定員41～70名 1,958
定員71～100名 2,761
定員101～130名 3,314
定員131～160名 4,143
定員161～190名 4,972
定員191～220名 5,800
定員221～250名 6,629
定員251名以上 7,457
※１ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して

得た数を、整備前の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない
場合は、「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※２ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）
定員20名以下 1,832
定員21～30名 2,237
定員31～40名 2,711
定員41～70名 3,766
定員71～100名 5,650

定員251名以上 13,898
※１ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して

得た数を、整備前の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない
場合は、「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※２ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

定員101～130名 6,779
定員131～160名 8,474
定員161～190名 9,265
定員191～220名 10,810
定員221～250名 12,354



別表２－７ ［９の表の②③に基づく保育所機能部分施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）
37,700
39,400
45,900
52,400
68,000
81,800
94,800
107,700
119,600

※１ 幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園における保育所機能部分の定員規模に該当する基準額とすること。

132,600
147,300

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（千円未満切捨て。）

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）
49,600
52,100
60,700
69,100
89,800
108,000
125,000
142,100
157,900

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（千円未満切捨て。）

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※１ 幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園における保育所機能部分の定員規模に該当する基準額とすること。

174,900
194,400



別表２－７ ［９の表の②③に基づく保育所機能部分施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

■仮設施設整備工事費 単位：千円

定員20名以下
定員21～30名
定員31～40名
定員41～70名
定員71～100名
定員101～130名
定員131～160名
定員161～190名
定員191～220名
定員221～250名
定員251名以上

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

754 996
856

2,430 3,207
3,036 4,010
3,645 4,812

1,130
1,141 1,506
1,436 1,895
2,024 2,673

※１ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

※２ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

4,253 5,614
4,862 6,416
5,468 7,218

2,761 3,645
4,143 5,468
4,972 6,561

1,344 1,774
1,640 2,165
1,988 2,623

※２ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を適用
する。

9,059 11,958
10,192 13,453

※１ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

6,214 8,202
6,794 8,967
7,927 10,464



別表２－８ ［８の（３）アに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（2/3相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

34

65,300 71,900

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

土地借料加算 14,800

特殊附帯工事 9,900

次に掲げる交付基準額に増加定員数を乗じて加算

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定する こと。（いずれも、小数点以下切捨て）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）
標準 都市部

2,100 2,320
地域の余裕スペース活
用促進加算

標準 都市部

86,200 94,900
都市部標準

基準額（１施設当たり）

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
費用を含む。

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

開設準備費加算

開設準備費加算

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定する こと。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
費用を含む。

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

標準 都市部
2,740 3,050

19,600
地域の余裕スペース活
用促進加算

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

9,900

12,980

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

34

特殊附帯工事 12,980



別表２－８ ［８の（３）アに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（2/3相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

71,900

標準
86,200

都市部
94,900

定期借地権設定のた
めの一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する
地域を所管する国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法
により算出された額の２分の１

基準額（１施設当たり）

開設準備費加算
次に掲げる交付基準額に増加定員数を乗じて加算

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日まで
の費用を含む。

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定する こと。（いずれも、小数点以下切捨て）

地域の余裕スペース活
用促進加算

標準 都市部
12,080 13,410

定期借地権設定のた
めの一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する
地域を所管する国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法
により算出された額の２分の１

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定する こと。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日まで
の費用を含む。

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

交 付 基 準 額 表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）
標準

34
土地借料加算 29,100

特殊附帯工事 9,900
本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

65,300
都市部

34

特殊附帯工事 12,980

38,400

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

12,980

9,900

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

地域の余裕スペース活
用促進加算

標準 都市部
9,270 10,200



別表２－８ ［８の（３）アに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（2/3相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,306 1,438 1,724 1,897

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 2,327 2,561 3,071 3,378

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を
適用する。

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を
適用する。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合



別表２－９ ［８の（３）イに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

48,900
都市部
53,900

標準
64,700

都市部
71,200

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

特殊附帯工事 7,360

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

基準額（１施設当たり）

開設準備費加算

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
費用を含む。

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

14,600
地域の余裕スペース活
用促進加算

標準 都市部
2,100

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）
標準

開設準備費加算

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

11,100

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

26

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

地域の余裕スペース活
用促進加算

標準 都市部
1,580 1,790

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
費用を含む。

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

9,680

7,360

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

2,320

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算
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特殊附帯工事 9,680
本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）



別表２－９ ［８の（３）イに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（1/2相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

48,900 53,900

標準 都市部
64,700 71,200

21,800

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

6,950 7,640
地域の余裕スペース活
用促進加算

標準 都市部

開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

7,360

定期借地権設定のた
めの一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する
地域を所管する国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法
により算出された額の２分の１

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

特殊附帯工事 9,680

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

地域の余裕スペース活
用促進加算

標準 都市部

開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算
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※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

定期借地権設定のた
めの一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する
地域を所管する国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法
により算出された額の２分の１

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日まで
の費用を含む。

28,700

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日まで
の費用を含む。

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

9,270 9,890

9,680

交 付 基 準 額 表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）
標準 都市部

26

特殊附帯工事 7,360
本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）



別表２－９ ［８の（３）イに基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（1/2相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 980 1,078 1,293 1,423

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,745 1,920 2,303 2,534

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

交 付 基 準 額 表

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を
適用する。

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を
適用する。

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

基準額（１施設当たり）



別表２－１０ ［９の表の①に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（3/4相当）］

■本体工事費 単位：千円

標準 都市部
定員20名以下 73,400 80,900

設計料加算

土地借料加算
標準 都市部
2,420 2,640

※７ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

地域の余裕スペース活
用促進加算

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

16,700

※５ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付
基準額を適用する。

※６ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

特殊附帯工事 11,020

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
費用を含む。

開設準備費加算
38

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

11,020



別表２－１０ ［９の表の①に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（3/4相当）］

■本体工事費 単位：千円

標準 都市部
定員20名以下 73,400 80,900

設計料加算

土地借料加算

標準 都市部
10,420 11,460

※７ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日
までの費用を含む。

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付
基準額を適用する。

※６ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

32,800

地域の余裕スペース活
用促進加算
※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村

については、標準の基準額を適用する。

定期借地権設定のた
めの一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在する
地域を所管する国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出方法
により算出された額の２分の１

交 付 基 準 額 表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）

開設準備費加算

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

11,020

特殊附帯工事 11,020
本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

38



別表２－１０ ［９の表の①に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（3/4相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部

定員20名以下 1,470 1,617

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部

定員20名以下 2,618 2,880

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）

※３ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を
適用する。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準
の基準額を適用する。

※２ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※２ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

基準額（１施設当たり）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準
の基準額を適用する。

※３ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を
適用する。



別表２－１１ ［９の表の②③に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

開設準備費加算

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
費用を含む。

特殊附帯工事 8,110

標準

開設準備費加算

78,20071,100

特殊附帯工事 10,710
本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

2,320 2,520
地域の余裕スペース活
用促進加算

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日までの
費用を含む。

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

基準額（１施設当たり）
都市部標準

交 付 基 準 額 表

53,900 59,200

12,300

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

29

※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

1,790 1,900
地域の余裕スペース活
用促進加算

標準 都市部

都市部

次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

29
16,100

基準額（１施設当たり）
都市部標準

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画に基づく事業の場合）

8,110

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

10,710

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。



別表２－１１ ［９の表の②③に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

■本体工事費 単位：千円

定員20名以下

設計料加算

土地借料加算

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

交 付 基 準 額 表
（津波避難対策緊急事業計画かつ待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

53,900
都市部
59,200

標準 都市部

地域の余裕スペース
活用促進加算

標準 都市部

定期借地権設定のた
めの一時金加算

開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

※８ 放課後児童クラブ専用室の併設加算については、平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成28年度に当該加算を適用
し、かつ、平成29年度も継続して事業を行うものに限り対象とする。

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

定期借地権設定のた
めの一時金加算

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在す
る地域を所管する国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出
方法により算出された額の２分の１

※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

78,20071,100

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日まで
の費用を含む。

31,500

本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）

特殊附帯工事 10,710

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

地域の余裕スペース
活用促進加算

標準 都市部
9,890 11,200

開設準備費加算
次に掲げる整備後の定員区分における交付基準額に増加定員数を乗じて加算

29

24,000

小規模保育事業所の設置に必要な土地について、当該小規模保育事業所が所在す
る地域を所管する国税局長が定める路線価に基づき相続税における評価額の算出
方法により算出された額の２分の１

7,640 8,400

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※６ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された
交付基準額を適用する。

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村
については、標準の基準額を適用する。

※２ 増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※３ 土地借料加算については、新たに土地を賃借して小規模保育事業所を整備する場合に加算すること。また、工事着工日まで
の費用を含む。

※７ 特殊附帯工事については、「次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊附帯工事の取扱いについて」（平成20年６月
12日雇児発第0612004号）を準用して整備すること。

基準額（１施設当たり）

※４ 地域の余裕スペース活用促進加算については、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館、公有地、公園などの都市施設
など）を活用して小規模保育事業所を整備する場合において、本体工事の補助基準額に加算すること。

※５ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、
基準額に対して０．０８を乗じて得られた額を加算すること。
（設計料加算、開設準備費加算、土地借料加算を除く。千円未満切捨て。）

8,110

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

10,710

交 付 基 準 額 表
（待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に基づく事業の場合）

基準額（１施設当たり）
標準

放課後児童クラブ専用
室の併設加算

29

特殊附帯工事 8,110
本体工事費に係る交付基準額（開設準備費加算、土地借料加算を除く。）の５％（千円未満切り捨て）



別表２－１１ ［９の表の②③に基づく小規模保育事業所施設整備事業：定額（5.5/10相当）］

■解体撤去工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,078 1,187 1,422 1,566

■仮設施設整備工事費 単位：千円

標準 都市部 標準 都市部

定員20名以下 1,919 2,112 2,534 2,787

交 付 基 準 額 表

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を
適用する。

※４ 平成28年度に交付決定をした事業のうち、平成29年度に繰越を行った事業については、従前の平成28年度に設定された交付基準額を
適用する。

※１ 平成29年４月１日現在の人口密度が、1,000人/㎢以上の市町村については、都市部の基準額を適用し、その他の市町村については、標準の
基準額を適用する。

※２ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、上記基準額に
対して0.08を乗じて得られた額を加算する。（千円未満切り捨て）

※３ 一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の
総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×改築面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

基準額（１施設当たり）

右記以外
津波避難対策緊急事業
計画に基づく事業の場合
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（様式１－１） 

第     号 

年  月  日 

 

 

地方厚生（支）局長  殿 

 

 

 

市町村の 長    印 

 

 

 

 

平成 29 年度保育所等整備交付金の交付申請について 

 

 

 

  標記について、次により交付金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。 

 

 

    １ 申 請 額   金        円 

    ２ 整備計画概要   別紙のとおり（別紙１ 様式１－２） 

    ３ 設置計画概要   別紙のとおり（別紙１ 様式１－３） 

    ４ 防犯計画概要   別紙のとおり（別紙１ 様式１－４） 

５ 申請額算出内訳   別紙のとおり（別紙１ 様式１－５） 

 

 

 

（添付書類） 

 ・市町村の歳入歳出予算書（見込書）抄本 

 

 （注）前年度からの繰越を行った事業については、「平成 年度」の後に「（平成 年度からの繰越分）」

と明記すること。 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

（様式１－２） 

平成 29年度保育所等整備計画書 

 

                                 市町村名：  県   市 

１．設置計画の概要 

施 設 名 
施設 

種別 

設 置 

主 体 
所 在 地 

整備 

区分 

対象経費の

支出予定額 

交付金 

申請額 

年次 

計画 

抵当権

設定の

有無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

合計    

 

２．保育提供区域ごとの保育所等の整備に関する目標 

保育提供区域 
整備目標 

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
目標値（人）    

拡大量（人）    

 
目標値（人）    

拡大量（人）    

 
目標値（人）    

拡大量（人）    

 
目標値（人）    

拡大量（人）    

 
目標値（人）    

拡大量（人）    

 

３．管内における保育所等の定員・現員・待機児童数 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

定員     

現員     

待機児童数     



 

様式１－２ 記入要領 

 

市町村名の欄には、都道府県名も合わせて記入すること。 

  

１．整備計画の概要 

  整備予定の保育所等について「施設名」・「施設種別」・「設置主体」・「所在地」・「整備区分」・「対象

経費の実支出（予定）額」・「交付金申請額」・「年次計画」・「抵当権設定の有無」を記入すること。 

 ※「施設種別」：保育所、保育所分園、幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育

所型認定こども園、保育所型認定こども園分園、幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分

園、小規模保育事業所の別を記入すること。 

※「整備区分」：創設・増築・増改築・改築・大規模修繕等・民老  

 ※「交付金申請額」：「交付金申請額」を算出し、記入すること。 

 ※「年次計画」：単年度事業の場合は「単年度」、継続事業の場合は「平成 29 年度●●％～ 

平成 30 年度●●％」と記入すること。 

 ※「抵当権設定の有無」：平成 20 年 4 月 17 日雇児発第 0417001 号「厚生労働省所管一般会計補助金等

に係る財産処分について」の別添１「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」

第３の３の（１）に規定する抵当権の設定の有無について、○を付すこと。 

 ※１つの施設で複数の整備区分がある場合でも、１つを記入し、整備区分については、主たる整備区

分（整備計画に基づく主な整備目的）を記入すること。 

 

２．保育提供区域ごとの保育所等の整備に関する目標 

※「保育提供区域」：地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、保育所の整備状況等を総合的

に勘案して市町村が定める区域。 

※「目標値」：保育提供区域ごとに、潜在需要を含む保育需要に対応するために必要な保育所等・保育

所機能部分・小規模保育事業所の整備目標。 

※「拡大量」：目標値の達成より拡大が見込まれる保育所等・保育所機能部分・小規模保育事業所の定

員増数。 

※必要に応じ、資料を添付すること。 

 

３．管内における保育所等の定員・現員・待機児童数 

各年度の４月１日現在の人数を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

（様式１－３） 

平成 29 年度防音壁設置計画書 

 

                                 市町村名：  県   市 

１．設置計画の概要 

施 設 名 
施設 

種別 

設 置 

主 体 
所 在 地 

整備 

区分 

対象経費の支出

予定額 

交付金 

申請額 

       

       

       

       

       

       

合計   

 

２．整備の目的（市町村が防音壁の設置の必要性を認めた理由を具体的に記載すること） 

施設名 整備の目的 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 



様式１－３ 記入要領 

 

市町村名の欄には、都道府県名も合わせて記入すること。 

  

１．設置計画の概要 

  整備予定の保育所等について「施設名」・「施設種別」・「設置主体」・「所在地」・「整備区分」・「対象

経費の実支出（予定）額」・「交付金申請額」を記入すること。 

 ※「施設種別」：保育所、保育所分園、幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育

所型認定こども園、保育所型認定こども園分園、幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分

園、小規模保育事業所の別を記入すること。 

※「整備区分」：防音壁整備と記入すること。  

 ※「交付金申請額」：「交付金申請額」を算出し、記入すること。 

 

２．整備の目的 

 ※防音壁の設置について、市町村がその必要性を認めた理由を記入すること。（経緯、現状、設置によ

る効果等を具体的に記入すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

（様式１－４） 

平成 29 年度防犯対策強化整備計画書 

 

                                 市町村名：  県   市 

１．防犯計画の概要 

施 設 名 
施設 

種別 

設 置 

主 体 
所 在 地 

整備 

区分 

対象経費の 

支出予定額 

交付金 

申請額 

       

       

       

       

       

       

合計   

 

２．整備の目的（市町村が防犯対策強化の必要性を認めた理由を具体的に記載すること） 

施設名 整備の目的 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 



様式１－４ 記入要領 

 

市町村名の欄には、都道府県名も合わせて記入すること。 

  

１．防犯計画の概要 

  整備予定の保育所等について「施設名」・「施設種別」・「設置主体」・「所在地」・「整備区分」・「対象

経費の実支出（予定）額」・「交付金申請額」を記入すること。 

 ※「施設種別」：保育所、保育所分園、幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育 

所型認定こども園、保育所型認定こども園分園、小規模保育事業所の別を記入すること。 

※「整備区分」：門、フェンス等の外構の設置、修繕等の場合は「外構」、非常通報装置等の設置の場

合は「非常通報装置等」と記入すること。   

 ※「交付金申請額」：「交付金申請額」を算出し、記入すること。 

 

２．整備の目的 

 ※防犯対策の強化に係る整備について、市町村がその必要性を認めた理由を記入すること。（経緯、現

状、整備による効果等を具体的に記入すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１
（様式１－５）

市町村名： 県 市

A 円 Ｂ 円 Ｃ （ =A- Ｂ ） 円 Ｄ （ ≦ A ） 円 Ｅ 円 Ｆ 円 Ｇ (= Ｆ × 8%) 円 Ｈ 円 Ｉ (= Ｆ + Ｇ + Ｈ ) 円 Ｊ 円 K 円

小 計 ①

小 計 ②

小 計 ③

小 計 ④

小 計 ⑤

小 計 ⑥

小 計 ⑦

小 計 ⑧

小 計 ⑨

小 計 ⑩

小 計 ⑪

小 計 ⑫

小 計 ⑬

小 計 ⑭

（１）工事請負契約等を締結する単位で作成すること。
（２）Ｅ欄には、Ｃ欄の額とＤ欄の額を比較して少ないほうの額に2/3（又は1/2、3/4、5.5/10）を乗じた額を記入すること。（小数点以下切り捨て）
（３）Ｅ欄、Ｉ欄、Ｊ欄及びＫ欄の小計及び合計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。
（４）Ｇ欄には、設計料加算、開設準備費加算及び土地借料加算を除いた交付基礎額に対して、0.08を乗じて得た額を記入すること。（千円未満切り捨て）
（５）Ｊ欄は、Ｅ欄の額とＩ欄の額を比較して少ないほうの額を記入すること。 （千円未満切り捨て）
（６）K欄は、Ｊ欄の額を記入すること。

９の表の②③に基づく
保育所等

施設整備事業
［定額5.5/10相当］

９の表の①に基づく
保育所等

施設整備事業
［定額3/4相当］

８の（２）に基づく
保育所機能部分
施設整備事業
［定額1/2相当］

平 成 29 年 度 保 育 所 等 整 備 交 付 金 申 請 額 内 訳

区分 施設名
総 事 業 費

寄付金その他の収入
額等

差引額
対象経費の
支出予定額

選定額

交付基礎額の算定

交付金基本額 交付金所要額交付基礎額
（設計料加算、開設準備加算、

土地借料加算を除く）

豪雪地域加算
交付基礎額

（設計料加算、開設準備加算、
土地借料加算分）

算定額合計

合計（小計①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨＋⑩＋⑪＋⑫＋⑬＋⑭）

９の表の①に基づく
保育所機能部分
施設整備事業
［定額3/4相当］

８の（５）①に基づく
防犯対策強化
整備事業

［定額1/2相当］

９の表の②③に基づく
保育所機能部分
施設整備事業

［定額5.5/10相当］

８の（５）②に基づく
防犯対策強化
整備事業

［定額1/2相当］

８の（１）アに基づく
保育所等

施設整備事業
［定額2/3相当］

８の（４）に基づく
防音壁整備事業
［定額1/2相当］

８の（３）アに基づく
小規模保育事業所

施設整備事業
［定額2/3相当］

８の（３）イに基づく
小規模保育事業所

施設整備事業
［定額1/2相当］

９の表の①に基づく
小規模保育事業所

施設整備事業
［定額3/4相当］

９の表の②③に基づく
小規模保育事業所

施設整備事業
［定額5.5/10相当］

８の（１）イに基づく
保育所等

施設整備事業
［定額1/2相当］



別紙２ 

（様式１－１） 

第     号 

年  月  日 

 

 

地方厚生（支）局長  殿 

 

 

 

市町村の 長    印 

 

 

 

 

平成 29 年度保育所等整備交付金の事業実績報告について 

 

 

 

  平成 年 月 日第    号で交付決定を受けた平成 28 年度保育所等整備交付金に

係る事業実績については、次の関係書類を添えて報告する。 

 

 

    １ 精 算 額   金        円 

    ２ 整備計画実績の概要   別紙のとおり（別紙２ 様式１－２） 

    ３ 設置計画実績の概要   別紙のとおり（別紙２ 様式１－３） 

    ４ 防犯計画実績の概要   別紙のとおり（別紙２ 様式１－４） 

    ５ 精算額算出内訳   別紙のとおり（別紙２ 様式１－５） 

    ６ 事業実績報告書   別紙のとおり（別紙２ 様式１－６） 

    ７ 市町村及び設置主体の歳入歳出決算書（見込書）抄本 

 

 

（添付書類） 

 ・市町村の歳入歳出予算書（見込書）抄本 

 

 （注）前年度からの繰越を行った事業については、「平成 年度」の後に「（平成 年度からの繰越分）」

と明記すること。 

 

 

 

 



別紙２ 

（様式１－２） 

平成 29 年度保育所等整備計画実績の概要 

 

                                 市町村名：  県   市 

１．整備計画実績の概要 

施 設 名 
施設 

種別 

設 置 

主 体 
所 在 地 

整備 

区分 

対象経費の

実支出額 

交付金 

精算額 

年次 

計画 

抵当権

設定の

有無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

合計    

（注）抵当権の設定を証明できる書類（登記簿の写し等）を添付すること。 

 

２．保育提供区域ごとの保育所等の整備に関する目標 

保育提供区域 
整備目標 

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
目標値（人）    

拡大量（人）    

 
目標値（人）    

拡大量（人）    

 
目標値（人）    

拡大量（人）    

 
目標値（人）    

拡大量（人）    

 
目標値（人）    

拡大量（人）    

 

３．整備計画と実績との比較及び進捗状況 

 



別紙２ 

（様式１－３） 

平成 29 年度防音壁設置計画実績の概要 

 

                                 市町村名：  県   市 

１．設置計画の概要 

施 設 名 
施設 

種別 

設 置 

主 体 
所 在 地 

整備 

区分 

対象経費の実支

出額 

交付金 

精算額 

       

       

       

       

       

       

合計   

 

 

２．整備計画と実績との比較及び進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２ 

（様式１－４） 

平成 29 年度防犯対策強化整備計画実績の概要 

 

                                 市町村名：  県   市 

１．防犯計画の概要 

施 設 名 
施設 

種別 

設 置 

主 体 
所 在 地 

整備 

区分 

対象経費 

の実支出額 

交付金 

精算額 

       

       

       

       

       

       

合計   

 

 

２．整備計画と実績との比較及び進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２
（様式１－５）

市町村名： 県 市

A 円 Ｂ 円 Ｃ （ =A- Ｂ ） 円 Ｄ （ ≦ A ） 円 Ｅ 円 Ｆ 円 Ｇ (= Ｆ × 8%) 円 Ｈ 円 Ｉ (= Ｆ + Ｇ + Ｈ ) 円 Ｊ 円 K 円 L 円 M 円 N (=M-K) 円

小 計 ①

小 計 ②

小 計 ③

小 計 ④

小 計 ⑤

小 計 ⑥

小 計 ⑦

小 計 ⑧

小 計 ⑨

小 計 ⑩

小 計 ⑪

小 計 ⑫

小 計 ⑬

小 計 ⑭

（１）工事請負契約等を締結する単位で作成すること。
（２）Ｅ欄には、Ｃ欄の額とＤ欄の額を比較して少ないほうの額に2/3（又は1/2、3/4、5.5/10）を乗じた額を記入すること。（小数点以下切り捨て）
（３）Ｅ欄、Ｉ欄、Ｊ欄及びＫ欄の小計及び合計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。
（４）Ｇ欄には、設計料加算、開設準備費加算及び土地借料加算を除いた交付基礎額に対して、0.08を乗じて得た額を記入すること。（千円未満切り捨て）
（５）Ｊ欄は、Ｅ欄の額とＩ欄の額を比較して少ないほうの額を記入すること。 （千円未満切り捨て）
（６）K欄は、Ｊ欄の額を記入すること。

平 成 29 年 度 保 育 所 等 整 備 交 付 金 精 算 額 内 訳

区分 施設名

総 事 業 費
寄付金その他の収

入額等
差引額

対象経費の
実支出額

選定額

交付基礎額の算定

交付金基本額 交付金所要額
交付金

交付決定額
交付金

受入済額
差引

過△不足額
交付基礎額

（設計料加算、開設準備加算、
土地借料加算分）

算定額合計
交付基礎額

（設計料加算、開設準備加算、
土地借料加算を除く）

豪雪地域加算

合計（小計①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨＋⑩＋⑪＋⑫＋⑬＋⑭）

８の（１）アに基づく
保育所等

施設整備事業
［定額2/3相当］

８の（１）イに基づく
保育所等

施設整備事業
［定額1/2相当］

８の（３）アに基づく
小規模保育事業所

施設整備事業
［定額2/3相当］

９の表の①に基づく
小規模保育事業所

施設整備事業
［定額3/4相当］

８の（５）②に基づく
防犯対策強化

整備事業
［定額1/2相当］

８の（５）①に基づく
防犯対策強化

整備事業
［定額1/2相当］

８の（３）イに基づく
小規模保育事業所

施設整備事業
［定額1/2相当］

９の表の②③に基づく
小規模保育事業所

施設整備事業
［定額5.5/10相当］

８の（２）に基づく
保育所機能部分
施設整備事業
［定額1/2相当］

９の表の②③に基づく
保育所機能部分
施設整備事業

［定額5.5/10相当］

９の表の①に基づく
保育所等

施設整備事業
［定額3/4相当］

９の表の②③に基づく
保育所等

施設整備事業
［定額5.5/10相当］

８の（４）に基づく
防音壁整備事業
［定額1/2相当］

９の表の①に基づく
保育所機能部分
施設整備事業
［定額3/4相当］



別紙２ 

（様式１－６） 

 

 

事 業 実 績 報 告 書 

 

 

１．実施施設の概要 

（１）市町村名 

（２）施設の名称及び所在地 

（３）施設種別 

（保育所、保育所分園、幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、保育所型認定こ

ども園、保育所型認定こども園分園、幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園、小規模

保育事業所の別） 

（４）設置主体及び経営主体 

（５）利用定員 

現在定員（人） 増加定員（人） 合計（人） 

   

 

２．施設整備に係る事業内容 

（１）施設の規模及び構造 

ア 整備事業（解体撤去工事費、仮設施設工事費を除く。） 

（ア）敷地面積 

（イ）敷地の所有関係（自己所有、借地、買収（予定）地の別） 

（ウ）施設整備の区分 

（創設、増築、増改築、改築、大規模修繕等、老朽民間児童福祉施設整備、防音壁整備、防

犯対策の強化に係る整備（門、フェンス等の外構の設置、修繕等）、防犯対策の強化に係る整

備（非常通報装置等の設置）の別） 

（エ）建物の面積  建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（オ）建物の構造 （    造） 

  イ 解体撤去工事（既存施設に係るもの） 

（ア）建物の面積  建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（イ）建物の構造 （    造） 

（ウ）建築年月日 

（エ）補助金の区分（昭和・平成  年度：国庫・民間・自己資金・その他） 

（オ）処分（取り壊し）年月日 

ウ 仮設施設工事 

（ア）建物の面積  建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 



（イ）建物の構造 （    造） 

 

（２）支出済事業費総額 

ア 主体工事費             円 

イ 工事事務費             円 

ウ 小計（本体工事費）         円 

エ 特殊附帯工事費           円 

オ 解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費 

  （解体撤去工事費）         円 

（仮設施設整備工事費）         円 

  カ その他の工事費           円 

  キ 合     計           円 

（注）工事仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書を添付すること。 

 

（３）施行期間 

  ア 契約年月日 

  イ 着工年月日 

  ウ 竣工年月日 

  エ 竣工後の事業開始年月日 

  オ 解体撤去工事関係 

（ア）着工年月日 

（イ）完了年月日 

カ 仮設施設工事関係 

（ア）工事期間 

（イ）仮設施設の使用期間 

 

（４）その他参考事項 

（添付書類） 

ア 請負の場合は、工事請負契約書の写し 

直営の場合は、支払領収書の写し 

賃貸借の場合は、賃貸借契約書の写し（仮設施設整備のみ） 

  イ 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し 

    （建築基準法第７条第５項又は第 18 条第 18項の規定による検査済証） 

  ウ 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表 

  エ 建物平面図（建物面積を明記したもの）及び立面図 

  オ 建物内外主要部分の写真 

  カ 工事契約金額報告書（別紙１－６） 

  キ その他必要な書類 



別紙２ 

（様式１－７） 

番     号 

年  月  日 

 

   

各 市 町 村 長 殿 

   

 

 

○○法人○○会 

理事長   ○○ ○○ 

 

                           施工業者 

株式会社△△建設 

代表取締役 △△ △△ 

 

 

工 事 契 約 金 額 報 告 書 

 

 

 

 発注者（委託者）○○法人○○会と請負者（受託者）株式会社△△建設は、◇◇◇保育所

建設工事に係る工事請負契約（設計監理委託契約）を次のとおり締結し施工するとともに、

交付金についてもこれに基づき算定したことを報告する。 

 

 

 

 契約年月日 金額 

当初○○工事請負契約 平成  年  月  日 金        円 

○○変更（追加）契約 平成  年  月  日 金        円 

 平成  年  月  日 金        円 

設計監理委託契約 平成  年  月  日 金        円 

 平成  年  月  日 金        円 

 

 

 



別紙 ３                                                                                                                                                                       

                                                                                                                                                                                  

  

平成 29 年度保育所等整備交付金調書  

                                                                                                                                                                                 

    

  平成２９年度  厚生労働省所管                                                （市町村名） ○○県 ○○市         

 
            国             

 
          地 方 公 共 団 体          

 
 
 
 
 
 備考 
 
 
 

 
                 
                 
  歳 出 予 算 科 目   
                 
                 
                 

 
          
  交 付 決 定    
           
の 額 
      
        円 

 
  歳 入   

 
      歳 出       

 
     
科 目 
     
     

 
      
予 算 現 額 
      
    円 

 
      
収 入 済 額 
      
    円 

 
     
科 目 
     
     

 
      
予 算 現 額 
      
    円 

 
うち交付金
相 当 額 
 
    円 

 
      
支 出 済 額 
      
    円 

 
うち交付金 
相 当 額 
 
    円 

 
翌 年 度 
      
繰 越 額 
    円 

 
うち交付金 
相 当 額 
 
    円 

 
（項）    
 
  （目）   
 
 
 

 
                     
              
 
 
 

 
     
 
     
     
 
 
 

 
      
 
      
      
 
 
 

 
      
 
      
      
 
 
 

 
     
 
     
     
 
 
 

 
      
 
      
      
 
 
 

 
      
 
      
      
 
 
 

 
      
 
      
      
 
 
 

 
      
 
      
      
 
 
 

 
      
 
      
      
 
 
 

 
      
 
      
      
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                                                                                                                                  

  

 （作成要領）                                                                                                                                                                       

  １ 「国」の「交付決定の額」は、交付決定通知書の交付決定の額を記入すること。                                                                                                   

  ２ 「地方公共団体」の「科目」は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出にあっては、款、項、目をそれぞれ記入すること。なお、歳出については、前記１の額に対応する経費の配分が 

   目の内訳に係るときは、当該経費の配分の目の内訳として記入すること。                                                                                                            

  ３ 「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予算費支出額、流用増減額等の区分を明らかにすること。           

  ４ 「備考」は、参考となるべき事項を適宜記入すること。                                                                                                                          



別紙 ４                                                                                                                                                                      

   

                                                                                                                                                                                  

    

平成 29 年度保育所等整備交付金による施設の工事着工報告書 

                                                                                                                                                                                  

    

                                                                 （市町村名） ○○県 ○○市            

  

 
 施 設 の 種 類  

 
              

 
 施 設 の 名 称  

 
                          

 
 設 置 団 体  

 
              

 
   
            
            
 建物の構造及び面積  
            
            
            

 
 構 造      造  
              
   
 建築面積      ㎡  
  
              
 延 面 積      ㎡  

 
   
            
            
 工 事 費 合 計  
            
            
            

 
  
 
                          

            円 
 
 
 

 
 直 営 ・ 請 負 の 別  

 
              

 
 契 約 年 月 日  

 
              

 
 着 工 年 月 日  

 
              

 
 完 成 予 定 年 月 日  

 
              

 
                                                                                                                             
 
                  

 
 年  月 

 
    月 

 
    月 

 
    月 

 
    月 

 
    月 

 
    月 

 
    月 

 
    月 

 
    月 

 
    月 

 
    月 

 
 
 
 出 来 高 
             
 
 

 
      
金 額 

 
    円 
      

 
    円 
      

 
    円 
      

 
    円 
      

 
    円 
      

 
    円 
      

 
    円 
      

 
    円 
      

 
    円 
      

 
    円 
      

 
    円 
      

 
    円 
      

 
 
  ％   
 

 
        ％ 
      
 

 
        ％ 
      
 

 
        ％ 
      
 

 
        ％ 
      
 

 
        ％ 
      
 

 
        ％ 
      
 

 
        ％ 
      
 

 
        ％ 
      
 

 
        ％ 
      
 

 
        ％ 
      
 

 
        ％ 
      
 

 
        ％ 
      
 

 

 

 

 

 



  別紙 ５                                                                                                                                              

          

                                                                                                                                                           

              

平成 29 年度保育所等整備交付金による施設の工事進捗状況報告 

 

                                                                                                                                                           

          

    施設種別                                             （市町村名） ○○県 ○○市             

        

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
             
 施 設 名  
             
             

 
         
 設 置 主 体  
         
         

 
創設、増築 
      
等の別   
      

 
交 付 金 額 

 
 
Ａ      円 

 
１２月末日の 
       
出来高    
Ｂ    ％ 

 
３月末日まで 
       
の出来高見込 
Ｃ    ％ 

 
       

繰越見込高 
       
Ｄ(100-C) ％ 

 
         
繰 越 見 込 額  
         
Ｅ(A×D)    円 

 
 

備  考 
            

 
             
             
             
 
 

 
         
         
         
 
 

 
      
      
      
 
 

 
         
         
         
 
 

 
       
       
       
 
 

 
       
       
       
 
 

 
       
       
       
 
 

 
         
         
         
 
 

 
               
            
 
 

 

  
  
  
  
  
  
  

 
             
             
             
   合 計    
 
 

 
         
         
         
         
 
 

 
      
      
      
      
 
 

 
         
         
         
         
 
 

 
       
       
       
       
 
 

 
       
       
       
       
 
 

 
       
       
       
       
 
 

 
         
         
         
         
 
 

 
               
               
            
 



別紙６ 

 

第     号 

年  月  日 

 

 

地方厚生（支）局長  殿 

 

 

 

市町村の 長    印 

 

 

 

 

平成 29 年度保育所等整備交付金の年度終了実績報告について 

 

 

 

標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179

号）第 14 条後段の規定により別紙のとおり報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別 紙） 

 

 

           
 事 業 名   
           
           
           

 

   交 付 決 定 の 内 容    

 

   年 度 内 遂 行 実 績    

 

 翌 年 度 繰 越 額  

 

 事 業 実 施 期 間  

 

         
 摘 要  
         
         
         

 
事 業 費 
       
     円 

 
交  付  金 
基  本  額 
     円 

 
交 付 金 額 
      
     円 

 
事 業 費 支 払 
実 績 見 込 額 
     円 

 
事 業 
進 捗 率 
   ％ 

 
交付金受入額 
    
     円 

 
事 業 費 
       
     円 

 
交 付 金 
 
     円 

 
着 手 年 月 
      
      

 
完 了 予 定 
年 月 
      

 

           

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

     

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

      

 

 

      

 

 

         

 

 

 

           

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

     

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

      

 

 

      

 

 

         

 

           

 

       

 

       

 

       

 

       

 

     

 

       

 

       

 

       

 

      

 

      

 

         

 

                                                                                      

 

           

           

 

       

       

 

       

       

 

       

       

 

       

       

 

     

     

 

       

       

 

       

       

 

       

       

 

      

      

 

      

      

 

         

         

 

 

           

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

     

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

         

 

 

 



別紙７ 

 

第     号 

年  月  日 

 

 

地方厚生（支）局長  殿 

 

 

 

市町村の 長    印 

 

 

 

 

平成 29 年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

  

 平成 年 月 日第   号で交付決定を受けた保育所等整備交付金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額については、次のとおり報告する。 

 

 

 １ 整備計画又は設置計画内における施設の種類及び名称 

  

２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）  

第１５条の規定による確定額又は事業実績報告書による精算額 

                             金         円 

  

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額（要交付金等返還相当額）             金         円 

 

４ 添付書類 

  記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資

料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。 


